
連結貸借対照表
（2018年12月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
製 造 設 備
供 給 設 備
業 務 設 備
そ の 他 の 事 業 設 備
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

20,394,334
14,940,888

491,998
9,237,301
2,024,711
2,497,453

689,422
311,449
311,449

5,141,996
4,061,347

1,130
749,168
407,244

△76,893
9,971,434
5,247,463
3,541,601

15,146
233,365
280,596
159,931
502,876
△9,547

固 定 負 債 8,253,551
長 期 借 入 金 5,454,124

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,528,513

ガスホルダー等修繕引当金 334,394

繰 延 税 金 負 債 827,448

そ の 他 の 固 定 負 債 109,071

流 動 負 債 5,772,515
一年以内に期限到来の固定負債 1,390,628

買 掛 金 1,902,967

未 払 金 1,169,488

未 払 法 人 税 等 271,731

そ の 他 の 流 動 負 債 1,037,700
負 債 合 計 14,026,067

純 資 産 の 部

株 主 資 本 14,499,949
資 本 金 679,500
資 本 剰 余 金 10,089,669
利 益 剰 余 金 3,766,277
自 己 株 式 △35,496

その他の包括利益累計額 1,839,752
その他有価証券評価差額金 1,897,269
退職給付に係る調整累計額 △57,516
純 資 産 合 計 16,339,702

資 産 合 計 30,365,769 負 債 ・ 純 資 産 合 計 30,365,769
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連結損益計算書
（2018年 1 月 1 日から

2018年12月31日まで）
（単位：千円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額
売 上 高 24,906,815
売 上 原 価 14,207,336

売 上 総 利 益 10,699,479
供 給 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

供 給 販 売 費 8,437,415
一 般 管 理 費 1,350,638 9,788,053
営 業 利 益 911,425

営 業 外 収 益
受 取 利 息 690
受 取 配 当 金 59,725
賃 貸 料 19,661
受 取 手 数 料 18,520
そ の 他 営 業 外 収 益 41,240 139,839

営 業 外 費 用
支 払 利 息 44,841
そ の 他 営 業 外 費 用 1,839 46,680
経 常 利 益 1,004,584

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 12,961
補 助 金 収 入 4,741
そ の 他 特 別 利 益 3,723 21,426

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 635
固 定 資 産 圧 縮 損 5,255 5,890
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,020,120
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 366,838
法 人 税 等 調 整 額 △32,382 334,456
当 期 純 利 益 685,664
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 685,664
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連結株主資本等変動計算書
（2018年 1 月 1 日から

2018年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 679,500 335,565 12,933,559 △33,013 13,915,611 2,015,905 △94,715 1,921,189 15,836,801

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △76,147 △76,147 △76,147
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 685,664 685,664 685,664

自 己 株 式 の 取 得 △169 △169 △169

株式移転による変動 9,754,103 △9,776,799 △2,313 △25,009 △25,009
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △118,636 37,199 △81,437 △81,437

当 期 変 動 額 合 計 － 9,754,103 △9,167,282 △2,483 584,338 △118,636 37,199 △81,437 502,901

当 期 末 残 高 679,500 10,089,669 3,766,277 △35,496 14,499,949 1,897,269 △57,516 1,839,752 16,339,702
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況
連結子会社の数　　　　　　　　４社
連結子会社の名称　　　　　　　日本海ガス㈱

㈱サプラ
㈱モット日本海ガス
㈱テルサウェイズ

②非連結子会社の状況
非連結子会社の名称　　　　　　㈱北雄ホームサービス他３社
連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社４社は、いずれも小規模であり、各社の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した非連結子会社はありません。
②持分法を適用していない非連結子会社４社（㈱北雄ホームサービス他３社）及び関連会社１社

（㈱北陸燃商）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から
みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても
重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
たな卸資産　　　　　　　　　　主として製品、原料は総平均法による原価法、仕掛品は個別

法による原価法、貯蔵品は移動平均法による原価法（いずれ
も貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）
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②重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産　　　　　　　　　定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及
び構築物については定額法によっております。

無形固定資産　　　　　　　　　定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③重要な引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　　売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は

主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

ガスホルダー等修繕引当金　　　球形ガスホルダー等の修繕に要する費用の支出に備えるため、
次回修繕見積額について、当連結会計年度までの期間対応額
を計上しております。

⑸　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法

　　　退職給付見込額の期間帰属方法　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

数理計算上の差異及び過去勤務
費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により
費用処理しております。数理計算上の差異については、各連
結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

②消費税等の会計処理
　　　税抜方式によっております。

⑹　会社計算規則（法務省令第13号）及びガス事業会計規則（通商産業省令第15号）に準じて、連
　　結計算書類を作成しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保（工場財団抵当）に供している資産は次のとおりであります。

製造設備 465,344千円
供給設備 9,040,875千円
業務設備 458,554千円

　　　　　 計 9,964,774千円
⑵　担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 36,000千円
１年以内に期限到来の固定負債 76,800千円

⑶　有形固定資産の減価償却累計額 43,086,375千円
⑷　無形固定資産の減価償却累計額 1,216,844千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数及び自己株式の株式数に関する事項

（単位：株）
株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

発 行 済 株 式
普 通 株 式 11,000,000 － － 11,000,000

自 己 株 式
普 通 株 式 121,818 625 － 122,443

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取り請求によるものであります。
⑵　剰余金の配当に関する事項

①当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
当社は、2018年１月４日に単独株式移転により設立された完全親会社であるため、配当金の支
払額は完全子会社である日本海ガス株式会社の取締役会において決議された金額であります。
2018年３月７日開催の取締役会決議による配当に関する事項

配当金の総額 76,147千円
１株当たりの配当額 ７円
基準日 2017年12月31日
効力発生日 2018年 3 月30日

②当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2019年３月６日開催予定の取締役会決議による配当に関する事項

配当金の総額 54,387千円
１株当たりの配当額 ５円
配当の原資 利益剰余金
基準日 2018年12月31日
効力発生日 2019年 3 月29日
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４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については主として短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関から
の借入により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図ってお
ります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については半期ごとに時価の把
握を行っております。

　　借入金の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。
⑵　金融商品の時価等に関する事項

2018年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額

（*1） 時　　価(*1) 差　　　額

⑴　現金及び預金
⑵　受取手形及び売掛金
⑶　投資有価証券
⑷　買掛金
⑸　長期借入金　(*2）

5,247,463
3,541,601
3,421,400
(1,902,967)

（6,844,752)

5,247,463
3,541,601
3,421,400
(1,902,967)
(6,922,034)

－
－
－
－

△77,282
(*1)　負債に計上されているものについては（　）で示しております。
(*2)　長期借入金には1年以内に期限到来の固定負債を含んでおります。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項
⑴　現金及び預金、並びに⑵　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑶　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関から提示された価格
によっております。

⑷　買掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑸　長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しております。
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（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額639,947千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)　投資有価
証券」には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,502円14銭
⑵　１株当たり当期純利益 63円03銭

６．重要な後発事象に関する注記
　当該事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2018年12月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
そ の 他

198,074
127,247
55,321
6,485
9,019

13,522,180
13,522,180
3,360,510

10,161,572
98

流 動 負 債 129,445
未 払 金 39,368
未 払 費 用 70,352
未 払 法 人 税 等 15,074
預 り 金 4,651

固 定 負 債 827,448
繰 延 税 金 負 債 827,448
負 債 合 計 956,893

純 資 産 の 部
株 主 資 本 10,873,410

資 本 金 679,500
資 本 剰 余 金 10,089,669

資 本 準 備 金 335,565
そ の 他 資 本 剰 余 金 9,754,103

利 益 剰 余 金 139,737
そ の 他 利 益 剰 余 金 139,737

繰 越 利 益 剰 余 金 139,737
自 己 株 式 △35,496

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,889,951
その他有価証券評価差額金 1,889,951
純 資 産 合 計 12,763,361

資 産 合 計 13,720,255 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,720,255
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損 益 計 算 書
（2018年 1 月 4 日から

2018年12月31日まで）
（単位：千円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額
営 業 収 益 741,373
営 業 費 用 634,197

営 　 　 業 　 　 利 　 　 益 107,176

営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 45,037
雑 収 入 1,710 46,749

営 業 外 費 用
支 払 利 息 382 382
経 　 　 常 　 　 利 　 　 益 153,542

税 引 前 当 期 純 利 益 153,542
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 20,290
法 人 税 等 調 整 額 △6,485 13,805

当 期 純 利 益 139,737
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株主資本等変動計算書
（2018年 1 月 4 日から

2018年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有価証券評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計資本準備金 そ の 他

資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 － － － － － － － － － － －

当 期 変 動 額

株式移転による増加 679,500 335,565 9,754,103 10,089,669 10,769,169 10,769,169

当 期 純 利 益 139,737 139,737 139,737 139,737

自 己 株 式 の 取 得 △35,496 △35,496 △35,496
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 1,889,951 1,889,951 1,889,951

当 期 変 動 額 合 計 679,500 335,565 9,754,103 10,089,669 139,737 139,737 △35,496 10,873,410 1,889,951 1,889,951 12,763,361

当 期 末 残 高 679,500 335,565 9,754,103 10,089,669 139,737 139,737 △35,496 10,873,410 1,889,951 1,889,951 12,763,361
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

⑵　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 55,939千円
短期金銭債務 44,117千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業収益 741,373千円
営業費用 263,917千円
営業取引以外の取引高 382千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式数 122,443株

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

未払事業税 666千円
未払費用 5,819千円
繰延税金資産合計 6,485千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △827,448千円
繰延税金負債合計 △827,448千円
繰延税金負債の純額 △820,962千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社等

種 類 会社等の名称 事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子会社 日本海ガス㈱ ガス事業 直接 100.0 %

経営指導
業務の受託
役員の兼任
出向者受入
資金の借入

経営指導料の
受取　※1 146,400

売 掛 金 46,609
業務受託料の
受取　※1 371,484

出向者負担金
※2 239,690 未 払 費 用 35,513

資金の借入 100,000 － －

利息の支払　
※3 382 － －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　※１　経営指導料、業務受託料は、契約に基づき決定しております。
　※２　出向者負担金は、出向元の給与を基準に双方協議の上、決定しております。
　※３　借入金金利については、市場金利を勘案し合理的に算定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,173円36銭
⑵　１株当たり当期純利益 12円84銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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